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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（千円） 564,342 652,136 706,181 1,570,373 2,059,474 

経常利益（△経常損失） 

（千円） 
△57,753 △33,347 △40,818 △26,560 42,872 

中間（当期）純利益（△中間

（当期）純損失）（千円） 
△51,455 △31,872 △73,715 △23,586 14,544 

純資産額（千円） 1,559,809 1,706,866 1,641,922 1,659,446 1,721,143 

総資産額（千円） 5,512,314 5,707,126 5,652,974 5,799,379 5,885,477 

１株当たり純資産額（円） 436.31 477.62 459.50 464.35 481.62 

１株当たり中間（当期）純利

益（△１株当たり中間（当

期）純損失）（円） 

△14.39 △8.92 △20.63 △6.60 4.07 

自己資本比率（％） 28.30 29.91 29.05 28.61 29.24 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
32,968 126,731 287,078 △79,415 64,113 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△14,483 △4,050 △9,299 △10,942 13,166 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△41,766 △159,388 △115,139 38,893 △83,996 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
173,692 108,860 301,528 145,603 138,849 

従業員数（人） 72 69 69 72 68 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（千円） 530,296 613,611 675,973 1,496,179 1,981,809 

経常利益（△経常損失） 

（千円） 
△49,260 △16,303 △27,758 △25,997 37,703 

中間（当期）純利益（△中間

（当期）純損失）（千円） 
△42,717 △14,852 △73,205 △22,779 9,552 

資本金（千円） 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 

発行済株式総数（千株） 3,589 3,589 3,589 3,589 3,589 

純資産額（千円） 1,598,255 1,753,872 1,663,534 1,689,340 1,742,303 

総資産額（千円） 5,549,695 5,750,677 5,671,047 5,824,562 5,905,478 

１株当たり純資産額（円） 447.06 490.77 465.55 472.72 487.54 

１株当たり中間（当期）純利

益（△１株当たり中間（当

期）純損失）（円） 

△11.95 △4.16 △20.49 △6.37 2.67 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 28.80 30.50 29.33 29.00 29.50 

従業員数（人） 14 13 13 14 13 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含む。）であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（常用パートを含む。）であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間の特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

紡績・毛織物・編織物事業   31 

賃貸事業   1 

物流事業   35 

全社（共通）   2 

合計   69 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人）  13 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により緩やかな回復基調が

続く一方、雇用や所得環境の好転で個人消費も全般的には底堅く推移いたしました。しかしながら、米国経済の減

速懸念、不安定さを増す国際情勢ならびに世界的な連鎖株安への不安感、さらには金利上昇への懸念等、企業業績

へのマイナス要因、先行き不安材料も払拭出来ない状況にあります。 

 天候要因に大きく左右される繊維業界におきましては、今冬の記録的な暖冬ならびにそれに引き続く春先の天候

不順の影響を受けるなど依然として厳しい経済環境が続いております。 

 このような経営環境の中、当社グループは経営の効率化を図り経費削減を進めると共に、顧客のニーズに的確に

応えられるよう商品戦略や営業体制を整備してまいりました。その結果、売上高は706,181千円（前中間連結会計

期間652,136千円）、営業損益は7,365千円の利益（前中間連結会計期間11,576千円の利益）、経常損益は40,818千

円の損失（前中間連結会計期間33,347千円の損失）、中間純損益は73,715千円の損失（前中間連結会計期間31,872

千円の損失）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①紡績・毛織物・編織物事業 

 この事業は、当社グループの売上高の70％以上を占める主力事業であります。 

 当中間連結会計期間の事業環境は、記録的な暖冬ならびに春先の天候不順の影響を受け、店頭販売が低調に推移

するという厳しい環境が続きました。その結果、売上高は537,615千円（前中間連結会計期間470,647千円）と前中

間連結会計期間より66,968千円の増収、受注高は613,615千円（前中間連結会計期間712,647千円）、生産高は

154,190千円（前中間連結会計期間136,760千円）となりました。 

 なお、当社グループの売上高は、通常の営業形態として、秋冬物製品が主力となるため、連結会計年度の上半期

の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があります。ちなみに、前連結会計年度における売上高は

1,696,205千円であります。 

②賃貸事業 

 当中間連結会計期間の事業環境は、賃貸料は現状維持の状況で推移いたしました。その結果、売上高は110,753

千円（前中間連結会計期間115,429千円）と前中間連結会計期間並となりました。 

③物流事業 

 当中間連結会計期間の事業環境は例年にない閑繁の激しい状況が続きましたが、前連結会計年度に引き続き新規

得意先の開拓等に努力いたしました。その結果、売上高は57,812千円（前中間連結会計期間66,059千円）となりま

した。 

 所在地別セグメントの業績につきましては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店が

ないため、該当事項の記載を省略いたしました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によっ

て生じた資金を借入金の返済に充てたことなどにより301,528千円（前年同期比77.0％増）となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は287,078千円（同26.5％増）となりました。 

これは主に売上債権の減少などによるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は9,299千円（同29.6％増）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出及び保険積立金の積立による支出などによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は115,139千円（同27.8％減）となりました。 

これは主に短期借入金及び長期借入金の返済によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は極めて多種多様であり、その生産形態も各事業所で幾多の品目を分担生産し、同

種の品目であっても、その生産単位等は一様ではなく画一的表示が困難であるため、事業の種類別セグメントごとに

生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連づけて示しております。 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年３月22日開催の取締役会において、固定資産の譲渡を決議し、同日付で売買契約を締結いたしま

した。なお、詳細は「第５ 経理の状況 （重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三井物産㈱ 101,753 15.6 129,018 18.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当社は、平成19年３月22日開催の取締役会において、固定資産の譲渡を決議し、同日付で売買契約を締結いたしま

した。なお、詳細は「第５ 経理の状況 （重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）当社株式は日本証券業協会よりグリーンシート銘柄のフェニックス区分に指定を受けております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 11,629,000 

計 11,629,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月21日） 

上場証券取引所又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,589,000 3,589,000 日本証券業協会 （注） 

計 3,589,000 3,589,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年10月1日  

 ～ 

 平成19年3月31日 

－ 3,589,000 － 300,000 － 122,741 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、名義書換失念株式が150千株あります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、名義書換失念株式が150,000株含まれております。また、「議決権の

数」の欄には、同名義書換失念株式の完全議決権株式に係る議決権の数150個が含まれております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

渡邊 義郎 東京都渋谷区 649 18.08 

森田 昇 埼玉県新座市 404 11.25 

渡邊 峯 東京都渋谷区 382 10.64 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 229 6.39 

内山 正治 東京都渋谷区 192 5.36 

太平恒産有限会社 東京都大田区新蒲田１－11－４ 167 4.65 

三井住友海上火災保険株式会

社 
東京都中央区新川２－27－２ 149 4.16 

市田 昌子 東京都豊島区 101 2.81 

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７－４－１ 100 2.78 

中村 喜久男 埼玉県さいたま市 70 1.95 

計 － 2,444 68.11 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   15,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,531,000 3,531 － 

単元未満株式 普通株式    43,000 － － 

発行済株式総数 3,589,000 － － 

総株主の議決権 － 3,531 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、日本証券業協会が運営するグリーンシート市場での売買価格によっております。なお、平

成18年10月、11月及び平成19年１月の最高・最低株価はグリーンシート市場において取引が成立していないた

め、記載しておりません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太陽毛絲紡績株式

会社 

埼玉県川口市上青

木５－５－９ 
15,000 － 15,000 0.42 

計 － 15,000 － 15,000 0.42 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） － － 84 － 84 84 

最低（円） － － 84 － 84 84 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31

日まで）の中間財務諸表について、公認会計士中村孝氏及び新創監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   108,860 301,528   138,849 

２ 受取手形及び売
掛金 

    266,680 245,483   598,905 

３ 有価証券     5,000 －   － 

４ たな卸資産     581,903 429,583   487,538 

５ その他     22,909 82,343   35,776 

貸倒引当金     △6,067 △5,191   △7,700 

流動資産合計     979,286 17.2 1,053,747 18.6   1,253,368 21.3

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物及び構築
物 

※1,2 913,173   868,322 891,469   

(2）機械装置及び
運搬具 

※１ 43,616   40,203 41,421   

(3）土地 ※２ 3,061,804   3,061,804 3,061,804   

(4）その他 ※１ 2,390 4,020,985 2,276 3,972,606 2,326 3,997,022 

２ 無形固定資産           

(1）ソフトウェア   －   263 －   

(2）電話加入権   1,124 1,124 1,124 1,387 1,124 1,124 

３ 投資その他の資
産 

          

(1）投資有価証券 ※２ 556,881   488,599 497,215   

(2）その他   173,535   165,929 161,370   

貸倒引当金   △24,686 705,730 △29,296 625,232 △24,623 633,962 

固定資産合計     4,727,840 82.8 4,599,226 81.4   4,632,108 78.7

資産合計     5,707,126 100.0 5,652,974 100.0   5,885,477 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    192,873 153,860   305,700 

２ 短期借入金 ※２   1,142,024 1,088,307   1,284,232 

３ 賞与引当金     6,630 8,714   7,297 

４ その他     55,084 181,524   67,915 

流動負債合計     1,396,612 24.5 1,432,405 25.4   1,665,145 28.3

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２   1,483,990 1,497,977   1,417,174 

２ 繰延税金負債     170,095 141,916   145,680 

３ 再評価に係る繰延
税金負債 

    770,096 770,096   770,096 

４ 退職給付引当金     10,091 2,826   485 

５ 預り敷金・保証金     169,374 165,828   165,752 

固定負債合計     2,603,647 45.6 2,578,645 45.6   2,499,188 42.5

負債合計     4,000,259 70.1 4,011,051 71.0   4,164,333 70.8

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     300,000 5.2 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金     122,741 2.1 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金     △101,472 △1.7 － －   － －

Ⅳ 土地再評価差額金     1,134,668 19.9 － －   － －

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    250,621 4.4 － －   － －

Ⅵ 為替換算調整勘定     1,035 0.0 － －   － －

Ⅶ 自己株式     △726 △0.0 － －   － －

資本合計     1,706,866 29.9 － －   － －

負債・資本合計     5,707,126 100.0 － －   － － 

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     － －   300,000 5.3   300,000 5.1 

２ 資本剰余金     － －   122,741 2.2   122,741 2.1 

３ 利益剰余金     － －   △128,771 △2.3   △55,055 △1.0 

４ 自己株式     － －   △744 △0.0   △726 △0.0 

株主資本合計     － －   293,225 5.2   366,958 6.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金 

    － －   209,102 3.7   214,647 3.6 

２ 土地再評価差額金     － －   1,134,668 20.0   1,134,668 19.3 

３ 為替換算調整勘定     － －   4,926 0.1   4,869 0.1 

評価・換算差額等合
計 

    － －   1,348,697 23.8   1,354,184 23.0 

純資産合計     － －   1,641,922 29.0   1,721,143 29.2 

負債純資産合計     － －   5,652,974 100.0   5,885,477 100.0 

                  



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     652,136 100.0 706,181 100.0   2,059,474 100.0 

Ⅱ 売上原価     525,073 80.5 561,350 79.5   1,692,606 82.2

売上総利益     127,062 19.5 144,831 20.5   366,868 17.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   115,485 17.7 137,466 19.5   239,932 11.6

営業利益     11,576 1.8 7,365 1.0   126,935 6.2

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   7   119 24   

２ 受取配当金   443   785 2,577   

３ 為替差益   765   56 849   

４ その他   846 2,063 0.3 999 1,960 0.3 2,751 6,203 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   39,165   41,031 81,046   

２ 手形売却損   907   845 1,816   

３ たな卸資産評価損   951   657 1,922   

４ 持分法による投資
損失 

  3,580   1,900 375   

５ その他   2,382 46,987 7.2 5,709 50,144 7.1 5,105 90,266 4.4

経常利益（△経常
損失） 

    △33,347 △5.1 △40,818 △5.8   42,872 2.1

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金戻入益   1,689 1,689 0.3 － － － 119 119 0.0

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※２  －   － 223   

２ 長期滞留たな卸資
産評価損 

  －   32,682 27,294   

３ ゴルフ会員権譲渡
損 

  － － － － 32,682 4.6 500 28,018 1.4

税金等調整前中間
（当期）純利益
（△税金等調整前
中間（当期）純損
失） 

    △31,657 △4.8 △73,500 △10.4   14,974 0.7

法人税、住民税及
び事業税 

  215 215 0.0 215 215 0.0 430 430 0.0

中間（当期）純利
益（△中間（当
期）純損失） 

    △31,872 △4.8 △73,715 △10.4   14,544 0.7

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     122,741

Ⅱ 資本剰余金中間期末残
高 

    122,741

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △69,599

Ⅱ 利益剰余金減少高     

１ 中間純損失   31,872 31,872

Ⅲ 利益剰余金中間期末残
高 

    △101,472

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日 残高（千円） 300,000 122,741 △55,055 △726 366,958 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益 － － △73,715 － △73,715 

自己株式の取得 － － － △17 △17 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － △73,715 △17 △73,733 

平成19年３月31日 残高（千円） 300,000 122,741 △128,771 △744 293,225 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計 

平成18年９月30日 残高（千円） 214,647 1,134,668 4,869 1,354,184 1,721,143 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益 － － － － △73,715 

自己株式の取得 － － － － △17 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△5,545 － 57 △5,487 △5,487 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△5,545 － 57 △5,487 △79,220 

平成19年３月31日 残高（千円） 209,102 1,134,668 4,926 1,348,697 1,641,922 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日 残高（千円） 300,000 122,741 △69,599 △726 352,414 

連結会計年度中の変動額          

当期純利益 － － 14,544 － 14,544 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 14,544 － 14,544 

平成18年９月30日 残高（千円） 300,000 122,741 △55,055 △726 366,958 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計 

平成17年９月30日 残高（千円） 171,236 1,134,668 1,127 1,307,032 1,659,446 

連結会計年度中の変動額          

当期純利益 － － － － 14,544 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

43,410 － 3,742 47,152 47,152 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

43,410 － 3,742 47,152 61,696 

平成18年９月30日 残高（千円） 214,647 1,134,668 4,869 1,354,184 1,721,143 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間
（当期）純利益（△
税金等調整前中間
（当期）純損失） 

  △31,657 △73,500 14,974 

減価償却費   27,197 26,393 54,512 

持分法による投資損
失 

  3,580 1,900 375 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  △1,689 2,163 △119 

賞与引当金の増加額   5,430 1,417 6,097 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

  － 2,341 △9,605 

受取利息及び受取配
当金 

  △451 △904 △2,601 

支払利息   39,165 41,031 81,046 

為替差益   △321 △60 △333 

固定資産除却損   － － 223 

たな卸資産評価損   － 33,339 27,294 

ゴルフ会員権譲渡損   － － 500 

売上債権の減少額
（△増加額） 

  167,857 353,421 △164,366 

たな卸資産の減少額   771 24,614 67,842 

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  △33,749 △151,840 79,078 

預り敷金・保証金の
増加額（△減少額） 

  △3,728 76 △7,350 

未収消費税等の減少
額 

  735 － 735 

未払消費税等の増加
額（△減少額） 

  1,399 △8,185 10,465 

その他   △10,182 74,925 △17,053 

小計   164,356 327,133 141,714 

利息及び配当金の受
取額 

  451 904 2,601 

利息の支払額   △37,647 △40,529 △79,772 

法人税等の支払額   △430 △430 △430 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  126,731 287,078 64,113 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

有形固定資産の取得
による支出 

  △454 △1,978 △4,028 

無形固定資産の取得
による支出 

  － △263 － 

有価証券の償還によ
る収入 

  － － 5,000 

投資有価証券の取得
による支出 

  △646 △692 △1,370 

出資金の出資による
支出 

  － △4,091 － 

出資金の払戻による
収入 

  1 7 1 

長期貸付金の回収に
よる収入 

  6,529 7,200 13,429 

保険積立金の積立に
よる支出 

  △9,481 △9,481 △9,481 

保険積立金の払戻に
よる収入 

  － － 7,616 

その他の投資の売却
による収入 

  － － 2,000 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,050 △9,299 13,166 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入金の減少額   △154,600 △235,000 △20,600 

長期借入による収入   395,000 390,000 705,800 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △399,788 △270,122 △769,196 

自己株式の取得によ
る支出 

  － △17 － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △159,388 △115,139 △83,996 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △34 40 △38 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △36,742 162,679 △6,754 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  145,603 138,849 145,603 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  108,860 301,528 138,849 

          



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社グループは、当中間連結会計
期間31,872千円の中間純損失を計上
しております。 
 当該状況により継続企業の前提に
関する重要な疑義が存在しておりま
す。 
 当社グループは当社の「中期経営
計画」を引続き遂行することによ
り、継続企業の前提に関する重要な
疑義を解消できるものと判断してお
ります。 
 中間連結財務諸表は継続企業を前
提として作成されており、このよう
な重要な疑義の影響を反映しており
ません。 

─────────
  

─────────  
  
  
  
  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

 連結子会社は、太陽テキスタ

イルサポート㈱であります。 

連結子会社の数 １社 

同左 

連結子会社の数 １社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用関連会社の数 ２社 

 持分法適用関連会社は、天津

太陽毛紡有限公司及び宜興太陽

毛紡織有限公司であります。 

持分法適用関連会社の数 ２社 

同左 

持分法適用関連会社の数 ２社 

同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社（太陽テキスタイル

サポート㈱）の中間決算期間の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同左  連結子会社（太陽テキスタイル

サポート㈱）の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

   その他有価証券 

時価の有るもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

時価の無いもの 

移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価の有るもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価の無いもの 

同左 

 その他有価証券 

時価の有るもの 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価の無いもの 

同左 

  ②たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

月次移動平均法による低価

法 

②たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

同左 

②たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

同左 

  貯蔵品 

月次移動平均法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

 ただし、建物（建物附属

設備を除く）は定額法 

 なお、主な耐用年数は、

次のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 

３～50年   

  

  

  機械装置及び運搬具 

２～17年   

  

  

  ②無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当中間連結会

計期間負担額を計上しており

ます。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期負担額を

計上しております。 

  ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

 なお、在外関連会社の資産

及び負債は、当該会社の中間

決算日（６月30日）の直物為

替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差

額は持分相当額を為替換算調

整勘定に含めて計上しており

ます。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 連結会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、為替変動リス

クのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合に

は振当処理によっておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…買掛金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

 為替変動リスク低減のた

め、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、同一

金額で同一期日の為替予約を

それぞれ振当ているため、そ

の後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されて

いるので中間決算日における

有効性の評価を省略しており

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、同一

金額で同一期日の為替予約を

それぞれ振当ているため、そ

の後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されて

いるので決算日における有効

性の評価を省略しておりま

す。 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

①消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

①消費税等の会計処理方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  ──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

   当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は純資産合計と同額であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         1,687,418千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                  1,738,131千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                  1,711,737千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

土地      2,974,926千円

建物及び構築物 

（建物） 
       812,325千円

投資有価証券        533,856千円

現金及び預金 

（定期預金） 
      40,000千円

計      4,361,108千円

土地      2,974,926千円

建物及び構築物        782,661千円

投資有価証券        461,555千円

現金及び預金 

（定期預金） 
       40,000千円

計      4,259,143千円

土地      2,974,926千円

建物及び構築物        803,301千円

投資有価証券        474,940千円

現金及び預金 

（定期預金） 
        40,000千円

計      4,293,169千円

上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 

土地      1,582,980千円

建物及び構築物 

（建物） 
       240,201千円

計      1,823,181千円

土地      1,582,980千円

建物及び構築物        234,141千円

計     1,817,122千円

土地      1,582,980千円

建物及び構築物        240,450千円

計      1,823,431千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,142,024千円

長期借入金      1,483,990千円

受取手形割引高       30,731千円

計      2,656,745千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,083,667千円

長期借入金      1,497,977千円

受取手形割引高         50,146千円

計      2,631,790千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,279,192千円

長期借入金      1,415,054千円

受取手形割引高        189,941千円

計      2,844,187千円

上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,059,344千円

長期借入金      1,286,820千円

受取手形割引高       30,731千円

計      2,376,895千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

       985,747千円

長期借入金      1,306,747千円

受取手形割引高         50,146千円

計      2,342,640千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,201,552千円

長期借入金      1,261,344千円

受取手形割引高        189,941千円

計     2,652,837千円

 ３．受取手形割引高     30,731千円  ３．受取手形割引高     50,146千円  ３．受取手形割引高     189,941千円 

 ４．───────  ４．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

   割引手形             3,661千円 

 ４．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、当連結会計年度の末日が金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

   割引手形            16,275千円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次のとおりであります。 

従業員給与       35,104千円

賞与引当金繰入額      6,600千円

従業員給与         38,761千円

賞与引当金繰入額          9,400千円

貸倒引当金繰入額          2,163千円

従業員給与         72,846千円

賞与引当金繰入額         7,297千円

※２．    ─────── ※２．    ─────── ※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

    建物及び構築物         223千円

 ３．当社グループの売上高は、通常の営業

の形態として、秋冬物用製品が主力とな

るため連結会計年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季節的変動

があります。 

 なお、当中間連結会計期間末に至る一

年間の売上高は次のとおりであります。 

 ３．当社グループの売上高は、通常の営業

の形態として、秋冬物用製品が主力とな

るため連結会計年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季節的変動

があります。 

 なお、当中間連結会計期間末に至る一

年間の売上高は次のとおりであります。 

 ３．     ───── 

前連結会計年度の下

期の売上高 
     1,006,030千円

当中間連結会計期間

の売上高 
       652,136千円

計      1,658,166千円

前連結会計年度の下

期の売上高 
     1,407,338千円

当中間連結会計期間

の売上高 
       706,181千円

計      2,113,520千円

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加440株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 3,589,000 － － 3,589,000 

合計 3,589,000 － － 3,589,000 

自己株式        

普通株式 （注） 15,311 440 － 15,751 

合計 15,311 440 － 15,751 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 3,589,000 － － 3,589,000 

合計 3,589,000 － － 3,589,000 

自己株式        

普通株式 15,311 － － 15,311 

合計 15,311 － － 15,311 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） （平成18年９月30日現在） 

現金及び預金        108,860千円

現金及び現金同等物        108,860千円

現金及び預金        301,528千円

現金及び現金同等物        301,528千円

現金及び預金        138,849千円

現金及び現金同等物        138,849千円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────────  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

 リース契約１件当たりの金額が３百万円を

超えるリース契約が無いため記載を省略して

おります。 

 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

（有形固
定資産） 
その他 

13,165 219 12,946

（無形固
定資産） 
ソフトウ
ェア 

14,148 235 13,912

合計 27,314 455 26,859

 

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

 

  (2）未経過リース料中間期末残高相当額  

  １年内      5,462千円

１年超 21,396千円

合計     26,859千円

 

  （注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 

  支払リース料           455千円

減価償却費相当額           455千円

 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） なお、その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性

を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） なお、その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性

を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 133,032 553,750 420,717 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133,032 553,750 420,717 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,131 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 134,449 485,468 351,019 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 134,449 485,468 351,019 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,131 



前連結会計年度末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） なお、その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以

上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性を考慮

して、必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

当中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

前連結会計年度末（平成18年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 133,757 494,084 360,327 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133,757 494,084 360,327 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,131 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  該当事項はありません。 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  該当事項はありません。 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  該当事項はありません。 

４．連結財務諸表への影響額 

  該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主な製品・商品及び事業内容は次のとおりであります。 

(1）紡績・毛織物・編織物事業……紡毛糸・梳毛糸、毛織物、編織物製品・商品 

(2）賃貸事業…………………………不動産賃貸・管理業務 

(3）物流事業…………………………物流業務 

  

紡績・毛
織物・編
織物事業
（千円） 

賃貸事業 
（千円） 

物流事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 470,647 115,429 66,059 652,136 － 652,136 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4 24,600 13,209 37,814 (37,814) － 

計 470,652 140,029 79,268 689,950 (37,814) 652,136 

営業費用 490,107 73,742 78,860 642,711 △2,151 640,559 

営業利益（△営業損失） △19,455 66,287 408 47,239 (35,662) 11,576 

  

紡績・毛
織物・編
織物事業
（千円） 

賃貸事業 
（千円） 

物流事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 537,615 110,753 57,812 706,181 － 706,181 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 24,600 14,832 39,432 (39,432) － 

計 537,615 135,353 72,644 745,614 (39,432) 706,181 

営業費用 550,229 70,252 76,496 696,978 1,838 698,816 

営業利益（△営業損失） △12,613 65,101 △3,851 48,635 (41,270) 7,365 

  

紡績・毛
織物・編
織物事業
（千円） 

賃貸事業 
（千円） 

物流事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,696,205 230,664 132,604 2,059,474 － 2,059,474 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4 49,200 28,162 77,367 (77,367) － 

計 1,696,210 279,864 160,767 2,136,842 (77,367) 2,059,474 

営業費用 1,633,157 141,105 155,346 1,929,609 2,929 1,932,539 

営業利益 63,053 138,758 5,421 207,232 (80,296) 126,935 



３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年10月

１日 至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年10月

１日 至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△１株当たり中間（当期）純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  
前中間連結会計期
間（千円） 

当中間連結会計期
間（千円） 

前連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
40,347 43,186 83,637 

 親会社の総務部門に係

る費用であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額      477円62銭 １株当たり純資産額       459円50銭 １株当たり純資産額       481円62銭 

１株当たり中間純損失金額    8円92銭 １株当たり中間純損失金額    20円63銭 １株当たり当期純利益金額     4円07銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

中間（当期）純利益（△中間（当期）

純損失）（千円） 
△31,872 △73,715 14,544 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△中間（当期）純損失）（千円） 
△31,872 △73,715 14,544 

期中平均株式数（千株） 3,573 3,573 3,573 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────────── （重要な資産の譲渡） 

連結財務諸表提出会社である当社は、平

成19年３月22日開催の取締役会において、

下記の固定資産の譲渡を決議し、同日付で

下記の内容にて不動産売買契約を締結いた

しました。 

────────── 

  (1）当該事象の発生年月日  

   契約日   平成19年３月22日 

 物件引渡日 平成19年４月27日 

 

  (2）当該事象の内容  

   譲渡物件 

 土地 川口市上青木五丁目６番６号他 

 建物 同上 

その他 上記に附帯する建物附

属設備・構築物 

 譲渡価額   1,210百万円 

 譲渡先    成美堂出版株式会社  

 譲渡前の使途 賃貸倉庫 

 

  (3）譲渡の目的 

 財務体質の改善のため、賃貸用固定

資産を譲渡するものであります。これ

により有利子負債約1,042百万円を返

済いたしました。 

 

  (4）当該事象の損益に与える影響 

 平成19年９月期連結決算において、

特別損失として約88百万円を計上する

見込みであります。 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２ 102,495   286,581 128,122   

２ 受取手形   56,571   65,127 123,613   

３ 売掛金   246,012   220,222 499,288   

４ たな卸資産   586,866   434,373 492,728   

５ その他   27,979   82,641 35,212   

貸倒引当金   △6,339   △5,448 △7,841   

流動資産合計     1,013,584 17.6 1,083,497 19.1   1,271,124 21.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 899,793   855,729 877,975   

(2）土地 ※２ 3,061,804   3,061,804 3,061,804   

(3）その他 ※２ 59,235   54,980 57,122   

計     4,020,834 3,972,514   3,996,903 

２ 無形固定資産           

(1）ソフトウェア   －   263 －   

(2）電話加入権   1,124   1,124 1,124   

計     1,124 1,387   1,124 

３ 投資その他の資
産 

          

(1）投資有価証券 ※２ 556,881   488,599 497,215   

(2）長期貸付金   24,688   10,624 17,804   

(3）その他   158,250   143,720 145,930   

貸倒引当金   △24,686   △29,296 △24,623   

計     715,133 613,647   636,326 

固定資産合計     4,737,092 82.4 4,587,549 80.9   4,634,353 78.5

資産合計     5,750,677 100.0 5,671,047 100.0   5,905,478 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   145,134   90,772 218,173   

２ 買掛金   55,548   71,271 99,086   

３ 短期借入金 ※２ 1,142,024   1,088,307 1,284,232   

４ 賞与引当金   6,630   8,714 7,297   

５ その他 ※４ 43,820   169,800 55,197   

流動負債合計     1,393,156 24.2 1,428,866 25.2   1,663,986 28.2

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 1,483,990   1,497,977 1,417,174   

２ 繰延税金負債   170,095   141,916 145,680   

３ 再評価に係る繰
延税金負債 

  770,096   770,096 770,096   

４ 退職給付引当金   10,091   2,826 485   

５ 預り敷金・保証
金 

  169,374   165,828 165,752   

固定負債合計     2,603,647 45.3 2,578,645 45.5   2,499,188 42.3

負債合計     3,996,804 69.5 4,007,512 70.7   4,163,175 70.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     300,000 5.2 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   122,741   － －   

資本剰余金合計     122,741 2.1 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間未処理損失   53,431   － －   

利益剰余金合計     △53,431 △0.9 － －   － －

Ⅳ 土地再評価差額金     1,134,668 19.7 － －   － －

Ⅴ その他有価証券評
価差額金 

    250,621 4.4 － －   － －

Ⅵ 自己株式     △726 △0.0 － －   － －

資本合計     1,753,872 30.5 － －   － －

負債・資本合計     5,750,677 100.0 － －   － － 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     － －   300,000 5.3   300,000 5.1 

２ 資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     122,741     122,741     

資本剰余金合計     － －   122,741 2.1   122,741 2.1 

３ 利益剰余金                     

(1）その他利益剰余
金 

                    

繰越利益剰余金   －     △102,232     △29,026     

利益剰余金合計     － －   △102,232 △1.8   △29,026 △0.5 

４ 自己株式     － －   △744 △0.0   △726 △0.0 

株主資本合計     － －   319,764 5.6   392,987 6.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金 

    － －   209,102 3.7   214,647 3.6 

２ 土地再評価差額金     － －   1,134,668 20.0   1,134,668 19.2 

評価・換算差額等合
計 

    － －   1,343,770 23.7   1,349,315 22.8 

純資産合計     － －   1,663,534 29.3   1,742,303 29.5 

負債純資産合計     － －   5,671,047 100.0   5,905,478 100.0 

                  



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     613,611 100.0 675,973 100.0   1,981,809 100.0 

Ⅱ 売上原価     460,035 75.0 505,584 74.8   1,593,455 80.4

売上総利益     153,576 25.0 170,389 25.2   388,353 19.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    130,107 21.2 153,024 22.6   270,298 13.6

営業利益     23,469 3.8 17,365 2.6   118,055 6.0

Ⅳ 営業外収益 ※２   2,910 0.5 2,971 0.4   8,781 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※３   42,683 7.0 48,095 7.1   89,132 4.5

経常利益（△経常
損失） 

    △16,303 △2.7 △27,758 △4.1   37,703 1.9

Ⅵ 特別利益 ※４   1,595 0.3 － －   156 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５   － － 45,301 6.7   28,018 1.4

税引前中間（当
期）純利益（△税
引前中間（当期）
純損失） 

    △14,707 △2.4 △73,060 △10.8   9,842 0.5

法人税、住民税及
び事業税 

  145 145 0.0 145 145 0.0 290 290 0.0

中間（当期）純利
益（△中間（当
期）純損失） 

    △14,852 △2.4 △73,205 △10.8   9,552 0.5

前期繰越損失     38,578 －   － 

中間未処理損失     53,431 －   － 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

300,000 122,741 △29,026 △726 392,987 

中間会計期間中の変動額          

中間純利益 － － △73,205 － △73,205 

自己株式の取得 － － － △17 △17 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － △73,205 △17 △73,223 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

300,000 122,741 △102,232 △744 319,764 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

214,647 1,134,668 1,349,315 1,742,303 

中間会計期間中の変動額        

中間純利益 － － － △73,205 

自己株式の取得 － － － △17 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

△5,545 － △5,545 △5,545 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△5,545 － △5,545 △78,768 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

209,102 1,134,668 1,343,770 1,663,534 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

300,000 122,741 △38,578 △726 383,435 

事業年度中の変動額          

当期純利益 － － 9,552 － 9,552 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

－ － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 9,552 － 9,552 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

300,000 122,741 △29,026 △726 392,987 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

171,236 1,134,668 1,305,904 1,689,340 

事業年度中の変動額        

当期純利益 － － － 9,552 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

43,410 － 43,410 43,410 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

43,410 － 43,410 52,962 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

214,647 1,134,668 1,349,315 1,742,303 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社は、当中間会計期間14,852千

円の中間純損失を計上しておりま

す。 

 当該状況により継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は「中期経営計画」を引続き

遂行することにより、継続企業の前

提に関する重要な疑義を解消できる

ものと判断しております。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を反映しておりませ

ん。 

 ───────── 

  

 ───────── 

  

  

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

時価の有るもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価の有るもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価の有るもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価の無いもの 

移動平均法による原価法 

時価の無いもの 

同左 

時価の無いもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

月次移動平均法による低価

法 

(2）たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

同左 

  貯蔵品 

月次移動平均法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、建物（建物附属設

備を除く。）は定額法 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物    ３～47年 

機械装置  ２～17年 

    

  

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当中間会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期負担額を

計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

４．外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、為替変動リス

クのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合に

は振当処理によっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…買掛金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 為替変動リスクの低減のた

め、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、同一

金額で同一期日の為替予約を

それぞれ振当ているため、そ

の後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されて

いるので中間決算日における

有効性の評価を省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、同一

金額で同一期日の為替予約を

それぞれ振当ているため、そ

の後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されて

いるので決算日における有効

性の評価を省略しておりま

す。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成の基本とな

る重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

   当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は純資産合計と同額であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はあ

りません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前事業年度末 
（平成18年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         1,687,247千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                  1,737,901千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                  1,711,534千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

土地      2,974,926千円

建物        812,325千円

投資有価証券        533,856千円

現金及び預金 

（定期預金） 
      40,000千円

計      4,361,108千円

土地      2,974,926千円

建物       772,844千円

その他（構築物）       9,817千円

投資有価証券        461,555千円

現金及び預金 

（定期預金） 
        40,000千円

計      4,259,143千円

土地      2,974,926千円

建物        803,301千円

投資有価証券        474,940千円

現金及び預金 

（定期預金） 
        40,000千円

計      4,293,169千円

上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 

土地      1,582,980千円

建物        240,201千円

計      1,823,181千円

土地      1,582,980千円

建物        229,057千円

その他（構築物）       5,084千円

計      1,817,122千円

土地      1,582,980千円

建物        240,450千円

計      1,823,431千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,142,024千円

長期借入金      1,483,990千円

受取手形割引高       30,731千円

計      2,656,745千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,083,667千円

長期借入金      1,497,977千円

受取手形割引高         50,146千円

計      2,631,790千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,279,192千円

長期借入金      1,415,054千円

受取手形割引高        189,941千円

計      2,884,187千円

上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 上記のうち工場財団抵当設定分 

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,059,344千円

長期借入金      1,286,820千円

受取手形割引高       30,731千円

計      2,376,895千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

       985,747千円

長期借入金      1,306,747千円

受取手形割引高         50,146千円

計      2,342,640千円

短期借入金 

（一年以内に返済予

定の長期借入金を含

む） 

     1,201,552千円

長期借入金      1,261,344千円

受取手形割引高        189,941千円

計      2,652,837千円

 ３．受取手形割引高     30,731千円  ３．受取手形割引高     50,146千円  ３．受取手形割引高     189,941千円 

※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

して、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

 ５．     ───── 

※４．消費税等の取扱い 

同左 

  

  

 ５．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、当中間会計期間の末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。当中間

期末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

   割引手形             3,661千円 

※４．     ───── 

  

  

  

 ５．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理について

は、当期の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。期末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。 

   割引手形            16,275千円 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の株式数の増加440株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

有形固定資産       27,077千円 有形固定資産         26,367千円 有形固定資産         54,360千円

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息   7千円

受取配当金  443千円

為替差益  765千円

受取利息    109千円

受取配当金     785千円

為替差益     56千円

受取利息     23千円

受取配当金         2,577千円

為替差益       849千円

※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息       39,165千円

手形売却損      907千円

たな卸資産評価損      951千円

支払利息         41,031千円

手形売却損         845千円

たな卸資産評価損         657千円

支払利息         81,046千円

手形売却損          1,816千円

※４．特別利益のうち主要なもの     ※４．    ─────── ※４．特別利益のうち主要なもの  

貸倒引当金戻入益      1,595千円              貸倒引当金戻入益         156千円

※５．    ─────── ※５．特別損失のうち主要なもの ※５．特別損失のうち主要なもの 

  長期滞留たな卸資産

評価損 
        32,682千円

関係会社出資金評価

損 

        12,619千円

長期滞留たな卸資産

評価損 
        27,294千円

ゴルフ会員権譲渡損         500千円

固定資産除却損         223千円

     なお、固定資産除却損の内訳は、建物

16千円及びその他207千円であります。 

 ６．当社の売上高は通常の営業の形態とし

て、事業年度の上半期に発生する売上高

と下半期に発生する売上高との間に著し

い相違があります。 

 なお、当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりであります。 

 ６．当社の売上高は通常の営業の形態とし

て、事業年度の上半期に発生する売上高

と下半期に発生する売上高との間に著し

い相違があります。 

 なお、当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりであります。 

 ６．    ───── 

前事業年度の下期の

売上高 
      965,882千円

当中間期の売上高       613,611千円

計      1,579,494千円

前事業年度の下期の

売上高 
     1,368,197千円

当中間期の売上高        675,973千円

計      2,044,171千円

  

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 15,311 440 － 15,751 

合計 15,311 440 － 15,751 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 15,311 － － 15,311 

合計 15,311 － － 15,311 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

───────── 

  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 リース契約１件当たりの金額が３百万円を

超えるリース契約が無いため記載を省略して

おります。 

  

 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

（有形固定
資産） 
その他 

13,165 219 12,946

（無形固定
資産） 
ソフトウェ
ア 

14,148 235 13,912

合計 27,314 455 26,859

 

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  

  (2）未経過リース料中間期末残高相当額   

 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

１年内      5,462千円

１年超 21,396千円

合計      26,859千円

 

  (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

  

  支払リース料          455千円

減価償却費相当額          455千円

 

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△１株当たり中間（当期）純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額      490円77銭 １株当たり純資産額     465円55銭 １株当たり純資産額      487円54銭  

１株当たり中間純損失金額     4円16銭 １株当たり中間純損失金額   20円49銭 １株当たり当期純利益金額     2円67銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

中間（当期）純利益（△中間（当期）

純損失）（千円） 
△14,852 △73,205 9,552 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△中間（当期）純損失）（千円） 
△14,852 △73,205 9,552 

期中平均株式数（千株） 3,573 3,573 3,573 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────────── （重要な資産の譲渡） 

当社は、平成19年３月22日開催の取締役

会において、下記の固定資産の譲渡を決議

し、同日付で下記の内容にて不動産売買契

約を締結いたしました。 

────────── 

  (1）当該事象の発生年月日  

   契約日   平成19年３月22日 

 物件引渡日 平成19年４月27日 

 

  (2）当該事象の内容  

   譲渡物件 

 土地 川口市上青木五丁目６番６号他 

 建物 同上 

その他 上記に附帯する建物附

属設備・構築物 

 譲渡価額   1,210百万円 

 譲渡先    成美堂出版株式会社  

 譲渡前の使途 賃貸倉庫 

 

  (3）譲渡の目的 

 財務体質の改善のため、賃貸用固定

資産を譲渡するものであります。これ

により有利子負債約1,042百万円を返

済いたしました。 

 

  (4）当該事象の損益に与える影響 

 平成19年９月期決算において、特別

損失として約88百万円を計上する見込

みであります。 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第82期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

 平成19年３月22日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年３月22日関東財務局長に提出 

 事業年度（第81期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(4）臨時報告書の訂正報告書 

 平成19年５月29日関東財務局長に提出 

 平成19年３月22日提出の臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年６月21日   

太陽毛絲紡績株式会社       

  取締役会 御中   

  公認会計士 中村孝事務所   

      公認会計士 中村 孝  印 

  新創監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柳澤 義一  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている太陽毛絲紡

績株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年10月１日から

平成18年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、太陽毛絲紡績株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は多額の中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年６月７日   

太陽毛絲紡績株式会社       

  取締役会 御中   

  公認会計士 中村孝事務所   

      公認会計士 中村 孝  印 

  新創監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柳澤 義一  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている太陽毛絲紡

績株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年10月１日から

平成19年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、太陽毛絲紡績株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月27日において、固定資産の譲渡を行っている。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年６月21日   

太陽毛絲紡績株式会社       

  取締役会 御中   

  公認会計士 中村孝事務所   

      公認会計士 中村 孝  印 

  新創監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柳澤 義一  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている太陽毛絲紡

績株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成17年10月１日から平

成18年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、太陽毛絲紡績株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年10月

１日から平成18年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は多額の中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年６月７日   

太陽毛絲紡績株式会社       

  取締役会 御中   

  公認会計士 中村孝事務所   

      公認会計士 中村 孝  印 

  新創監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柳澤 義一  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている太陽毛絲紡

績株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成18年10月１日から平

成19年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、太陽毛絲紡績株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年10月

１日から平成19年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月27日において、固定資産の譲渡を行っている。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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